
       

　

　

　

１ 今春，欧州における金融機関の多様化するチャネルの現状について調査を行った。調査

対象国５カ国（イギリス，スウェーデン，フィンランド，ドイツ，オランダ）の中でも，欧州

各国も注目するフィンランド金融業界は非常に興味深い状況であった。

　

２ わが国同様に，フィンランドの金融業界はカジノ経済（バブル経済に相当），金融危機，公

的資金の注入という歴史をもちながら，急速にその構造改革を達成した。同国マーケット

は，大手商業銀行（メリタグループ），協同組合銀行（オコバンクグループ），元郵便貯金（レ

オニア銀行）という三つのグループが80％以上のシェアをもつという非常に寡占化された

マーケットであり，他方で85％の決済が電子化されているという世界で最も電子決済の浸

透度が高いマーケットでもある。

　

３ 同国すべての金融機関が共通して，すべてのチャネルを顧客に提供し，チャネルは顧客

が選ぶものであるという発想に基づき，チャネル特性にあった商品・サービスの提供に注

力されている。各金融グループのチャネルの特徴は，若干の営業基盤・顧客基盤による違

いしか見当たらず，チャネルは取引手段にすぎないということがいまさらながらに実感さ

れる。

　

４ 我が国におきかえた時，既存の金融機関がオンライン，インターネットに対し脅威を感

じている現状があるのは事実であるが，チャネル自身は手段に過ぎず，何を提供するの

か，商品・サービスの内容が問われていることに気づかなければならないであろう。

．

．

．

．

――　電子取引が最も進んだフィンランド金融業界における
　　　その現状と各金融機関のマルチチャネル戦略　――

〔要　　　旨〕
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　今春欧州において，金融機関のマルチ

チャネル戦略の調査を行った。本稿ではこ

の調査結果をもとに，フィンランドの金融

業界について紹介したい。

　フィンランドのインターネット普及率は

世界トップレベルにあり，同国の金融機関

における電子取引の浸透度は世界一であ

る。このような状況の中，同国のリーディ

ングバンクであるメリタノルドバンケング

ループのマルチチャネル戦略，オンライン

チャネル戦略が，欧州においても先進的モ

デルと位置づけられ，イギリスをはじめ，

他の欧州の金融機関もフィンランドに調査

に赴き，現在最も注目されている国と言わ

れている。

　 が毎年公表している世界各国の競争

力ランキング
（注1）
において，フィンランドはア

メリカ，シンガポールに続く第３位（2000

年）に位置づけられている。96年には15位に

ランクされていたことからも，その注目度

は非常に高いと言えよう。対照的にわが国

日本は，96年には４位にランクされながら

2000年は17位と落ち込んでいる。

　さらに，わが国においてはあまり十分な

情報があるとは言い難いが，フィンランド

金融業界の歴史を見た時，カジノ経済（わが

国のバブル経済に類似），金融危機，公的資金

の注入，金融機関の整理統合，郵便貯金の

民営化等々，非常に興味深い国であると言

える。

　本稿では，最初に経済金融業界の歴史等

を概略し，フィンランドの高度情報化社会

と金融業界の状況，金融機関におけるマル

チチャネル戦略について紹介したい。

　（注1）　スイス，ローザンヌにあるビジネススクー
ル「IMD」は毎年，各国の競争力ランキングを発
表している。このランクの評価は，その国が企業
の競争力を支援できる環境を提供できているか
という視点から，290の指標を用い，47ヶ国を対象
に評価している。
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　（1）　金融危機

　フィンランド経済は1987～89年にかけて

諸国の平均を上回る4.0％，5.4％，

5.4％の高成長を記録し，89年は住宅建設だ

けでも20％の成長を示した。85年から89年

にかけて株価は3.5倍，住宅価格は２倍に上

昇し，この時期は後にカジノ経済と呼ばれ

ている。日本のバブル経済と同様の状況で

あったと言える。

　しかし，90年代初頭の世界的な不況と輸

出における15～25％という最大シェアを占

めていたソ連の91年の崩壊は，輸出依存率

の高い同国に大きな衝撃を与え， 成長

率，90年0％，その後３年間はマイナス成長

という戦後最大の不況へと突入した（第１

図）。

　このような中で，91年９月，同国４位の

スコップ銀行（当時の貯蓄銀行グループの中

央機関）における流動性危機に端を発し，金

融危機がおこった。92年末の銀行業界全体

の不良債権額は770億マルカに上っていたと

言われている。最も多くの不良債権を抱え

ていたのが貯蓄銀行グループであった。

　そして，92年３月に政府は，銀行界全体

に約80億マルカ（１マルカ＝29.3円換算で約2,344

億円）の資金注入を実施，また政府保証基金

も設立された。93年10月に金融危機の発生

を事前に察知できなかったことから，従

来，大蔵省の下で運営され銀行監督所を廃

止し，独立行政組織としての金融監督局が

新設される。

　93年末までに政府によって行われた銀行

支援は総額で385億マルカ，政府保証は425億マ

ルカで，双方を合わせると810億マルカと当時の

同国 の約18％に相当した。

　96年から銀行業界は利益を計上しはじ

め，金融危機は終了したが，救済をうけた

銀行界では急激に合理化が進められていっ

た。フィンランドは90年初の時点では，人

口１万人当たりの支店数，行員数が，近隣

諸国に対して２倍に近い状況にあり，この

高コスト体質を改善するためにも店舗・人

員の削減が行われ，96年までに支店数，行

員数ともに半減に近い状態になっている

（第２図）。
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　（2）　急速に進んだ銀行の統合

　前述のような中，急速な金融業界の再

編，銀行統合が進められた。99年末時点で，

フィンランドには337の国内銀行と六つの

外国銀行の支店があり，337行の内訳は，八

つの商業銀行，246の協同組合銀行（オコバ

ンクグループ），43の地域協同組合銀行，40

の貯蓄銀行である。メリタグループ，オコ

バンクグループ，元郵便貯金のレオニア銀

行の三大グループで全預金量・貸出の85％

以上を占めている（第３図）。

　簡単に，フィンランド金融業界の各グ

ループの概要を紹介すると次のようにな

る。

　メリタグループは，92年に不良債権を政

府保証基金が引き継ぐ条件で と

パンキーという二つの商業銀行が合併し，

その後95年に    と合併

したフィンランド最大の商業銀行である。

　さらに，97年にスウェーデン第３位のノ

ルドバンケンと合併し，さらにデンマーク

の とも合併に合意し，北欧最大

の銀行になった。さらに現在ノルウェー第

２位の  銀行とも合併交渉が進行

中である。

　オコバンクグループは246の独立した協

同銀行と中央機関オコバンクの子会社等か

らなる。オコバンクはグループの中央機関

として，金融・決済業務をメンバー銀行に

提供している。

　レオニア銀行は，元郵便貯金であり郵便

貯金と輸出銀行が98年に合併し設立され

た。100％政府所有の銀行であったが，今年

フィンランド最大の保険会社サンポと合併

したため，株式の政府保有分は43％と急激

にそのシェアが縮小することになった。ま

た，一方で郵便局が同銀行の最大のネット

ワークであったが，今年末に提携が終了

し，このネットワーク自身がなくなってし

まう状況にある。この背景には，郵便局と
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の委託料交渉で，提示された金額に応じき

れなかったということがあるようである。

　さらに上記三つの大手グループに続くの

が，貯蓄銀行グループと地域協同組合銀行

グループであり，この二つのグループの中

央機関として，貯蓄銀行 銀行がその役

割を果たしている。貯蓄銀行グループは，

金融危機以前は大きなシェアを持っていた

が，この危機によって最も傷ついた業態で

あり，急速にマーケットシェアを落とし，

また吸収合併が進み，現在のような位置づ

けとなっている。また，地域協同組合銀行

グループは，97年に彼らの中央機関とし

て，オコバンクではなく 銀行を選んだ

ため，貯蓄銀行グループに属すとも言える

（第４図）。

　フィンランドの金融業界は前述のように

統合が進んだが，現在はサンポ（保険会社）

とレオニア（銀行）の合併にみられるように

次のステップに入ったといわれている。つ

まり，銀行同士の合併大型化が一段落し，

次に保険業界との合併に入り，総合金融化

が組織上からも加速している
（注2）
。

　（注2）　フィンランドは，ユニバーサル制度をとっ
ており，すでに銀行は銀行業と証券業を兼営して
いる。

　

　

　

　

　（1）　インターネット普及の背景

　金融機関と取引をするために，インター

ネット接続を開始する人間はあまりいな

い。フィンランドの金融機関において電子

取引が急速に普及している背景には，当然

のごとく前提に同国のインターネット普及

率の高さがあった。フィンランドが北米を

も超える高いインターネット普及率を示

し，真っ先に高度情報化社会の幕開けを経

験した要因としては，次のようなことがあ

げられよう。

　最も大きな要因としては，フィンランド

の通信情報産業における規制緩和である。

同国の通信市場は欧州において最も自由化
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された市場と言われ，通信コストは

諸国の中でも早くから最低のレベルにあっ

た（第５図）。

　通信業界における企業間の競争は非常に

厳しく，ノキアという世界的先進企業が存

在しえるのも，過酷な競争に鍛えられたた

めと言われている。また隣国スウェーデン

にはエリクソンという巨人も存在する。さ

らに，スカンジナビアは，アメリカやドイ

ツの大手企業が新商品・新技術を導入する

際に，初めにテストを行う地域，情報社会

の実験地であると言われている。同地域の

マーケットは小さいが，欧州を代表する地

域ともいえるのだ。

　スカンジナビア地域はノキア・エリクソ

ンという二つの巨大企業を中心に 関連

企業が集中し，経済金融環境がこれら企業

をサポートするような環境にもある。ま

た，政府のサポートも大きく後押ししてい

る。フィンランドはかつて鉄鋼と木材とい

う産業しかなかったが，前述のカジノ経済

崩壊以降，政府自身も新しい産業を育てる

ことが重要と考え，それが情報産業であ

り，象徴的存在がノキアであった。かつて

リッポネン首相がフィンランドはノキアに

依存しすぎていると言ったほどであり，実

際ヘルシンキ株式市場取引額の50％以上を

占めている。ノキアは世界中から高度な能

力・技術をもった人間を集めているが，こ

のような外国人技術者の所得税率は自国民

に比して低くするという優遇政策もとられ

ていた。さらに，教育現場でのインターネッ

トへの取組みにも積極的であり，世界でも

トップクラスの導入率を示している（第６

図）。

　

　（2）　急速に拡大する電子決済

　同国金融業界における，電子決済の浸透

率は非常に高い。第７図に見られる通り，

99年は決済の85％が電子的に行われてい

る。これは欧州の中でも突出した数字であ

る。金融危機に伴う公的資金投入により，

徹底的な合理化が後押しされたが，この中

でテラー業務を代替するものとして決済業

務の電子化に積極的に取り組んだことも，

された市場と言われ，通信コストは

諸国の中でも早くから最低のレベルにあっ

た（第５図）。

　通信業界における企業間の競争は非常に

厳しく，ノキアという世界的先進企業が存

在しえるのも，過酷な競争に鍛えられたた

めと言われている。また隣国スウェーデン

にはエリクソンという巨人も存在する。さ

らに，スカンジナビアは，アメリカやドイ

ツの大手企業が新商品・新技術を導入する

際に，初めにテストを行う地域，情報社会

の実験地であると言われている。同地域の

マーケットは小さいが，欧州を代表する地

域ともいえるのだ。

　スカンジナビア地域はノキア・エリクソ

ンという二つの巨大企業を中心に 関連

企業が集中し，経済金融環境がこれら企業

をサポートするような環境にもある。ま

た，政府のサポートも大きく後押ししてい

る。フィンランドはかつて鉄鋼と木材とい

う産業しかなかったが，前述のカジノ経済

崩壊以降，政府自身も新しい産業を育てる

ことが重要と考え，それが情報産業であ

り，象徴的存在がノキアであった。かつて

リッポネン首相がフィンランドはノキアに

依存しすぎていると言ったほどであり，実

際ヘルシンキ株式市場取引額の50％以上を

占めている。ノキアは世界中から高度な能

力・技術をもった人間を集めているが，こ

のような外国人技術者の所得税率は自国民

に比して低くするという優遇政策もとられ

ていた。さらに，教育現場でのインターネッ

トへの取組みにも積極的であり，世界でも

トップクラスの導入率を示している（第６

図）。

　

　（2）　急速に拡大する電子決済

　同国金融業界における，電子決済の浸透

率は非常に高い。第７図に見られる通り，

99年は決済の85％が電子的に行われてい

る。これは欧州の中でも突出した数字であ

る。金融危機に伴う公的資金投入により，

徹底的な合理化が後押しされたが，この中

でテラー業務を代替するものとして決済業

務の電子化に積極的に取り組んだことも，

農林金融2000・8

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���

第5図　通信コストの比較�

200

（OECDの平均�
＝100）�

150

100

50

0

資料　OECD Communications OUTLOOK 1995

Packet switched data transmission（データ通信料金）�
Mobile comms（携帯電話料金）�

���
���Telecomms for residentials（設置型電話料金）�

イギリス� フランス� スウェーデン� ドイツ� フィンランド� ���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���

���
���
���

第6図 小中学校におけるインターネット�
　　　 の導入の状況（1998年）�

△50
△30
△10

10
30
50

70
（人）�（％）�

0

20

40

60

80

100

資料　OECD資料から作成�

生徒数／回線（右目盛）�

ア
イ
ル
ラ
ン
ド�
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド�
ア
メ
リ
カ�

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド�

ノ
ル
ウ
ェ
ー�

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン�

デ
ン
マ
ー
ク�

イ
タ
リ
ア�

イ
ギ
リ
ス�

日
本�

フ
ラ
ン
ス�

導入率�



       

一つの要因と言える。

　企業からの様々な請求書についても，従

来は封筒に入って郵送されてきたものが，

急速にインターネット経由での送付等オン

ライン化され，ペーパーレス化が進んでい

る。その支払いについても，従来のカウン

ター処理から，オンライン処理に移行さ

れ，最近は携帯電話からも支払いが可能と

なっている。

　また，個人の支払いにおけるカードの浸

透率も非常に高く，現在小切手はほとんど

利用されていない。フィンランドでは現在

小売における支払いの93％がカードの利用

等により，電子的に処理されている。

　最近のカード発行のトレンドとしては，

スーパー，百貨店等の小売業者との提携

カードが伸びている（第８図）。

　

　（3）　携帯電話

　フィンランドにおける携帯電話の普及率

は世界一を誇る。98年末にはすでに，個人

所有の携帯電話は設置型電話の登録数を超

えており，99年３月末の時点で携帯電話の

世帯普及率は75．7％，固定電話の普及率は

79.1％という状況である。 諸国の中

でも最も低い携帯通話料金とデータ通信料

金（前掲第５図），及び同国の代表企業であ

るノキアの存在が大きく影響していると言

える。

　アメリカにおけるインターネットの接続

は，パソコンという端末が中心であった

が，欧州において現在最も注目されている

端末は携帯端末，携帯電話である。この携

帯電話からのインターネット

接続においては欧州の方が急

速に拡大しており，現在欧州

全体が導入・普及に注力して

いる。この分野でもフィンラ

ンドは欧州の中の，さらに世

界の中の，リーディングカン

トリーであることは間違いな

い（第９図）。

　わが国金融機関において

も， モード利用による金融

サービス提供が注目されてい
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るが，同様にフィンランドの金融機関も
（注3）

サービス拡充への姿勢は非常に積極

的である。すでに提供されている金融商

品・サービスは，投信，株売買，海外旅行

保険にまで及んでいる。

　さらに，携帯電話の様々な活用として，

フィンランドの金融機関等が注目している

新しいサービスの一つは （

   ）であろう。これ

は携帯電話がクレジットカード，デビット

カード等の機能も併せ持ち，さまざまな支

払いサービスが可能となる，つまり電子財

布化するプロジェクトであり，今年に入り

試行されている。

　具体的には，ノキア， ，メリタノル

ドバンケングループのジョイントベン

チャーとして始められた。 フォンに

チップを埋め込むことで，携帯電話自身

がクレジットカード，バンクカードや様々

なロイヤリティカード（小売企業のメンバー

カード等）の代替となり， での現金引き

落とし，百貨店などでの支払い等が可能に

なる。何枚ものカードを持たずとも携帯電

話一つですべての支払いが可能になるので

ある。さらに，インターネットバンキング

やテレフォンバンキングを利用する際に必

要であった本人確認のコードも不要とな

る。日本でも大手都市銀行が2002年までに

同様のサービスを開始するということが報

道されている。

　（注3）　WAPとはWireless Application Proto-
col の略。iモードは記述言語が簡易HTML方式を
用いているのに対し，WAPはWML方式。

　

　

　

　

　（1）　オンラインチャネル導入に伴う物

　　　　理的チャネルの変化

　前章でみたように，フィンランドにおけ

るインターネットの普及率，金融取引にお

ける電子化の浸透度は高い。ほぼすべての

金融機関がインターネット，電話等のオン

ラインチャネルを持ち，多くの顧客が電子

取引を利用する。しかし，このような状況

の中でも，同国において店舗・スタッフ等

のフィジカルなチャネルが軽視され，急激

に消滅しつつあるとは言えない。他の多く

の国で見られるような，低価格化に拍車を

かけるインターネット専門銀行が乱立して

いるわけではなく，このようなネットバン

キングに特化しようとする金融機関は見当

たらない。

　各金融機関に共通しているのは，チャネ
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４．フィンランド金融機関

　　のマルチチャネル戦略
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ルごとの役割分担と顧客に合わせた最適な

チャネルミックスのバランスが重要視され

ているということである。

　大手３グループの物理的チャネルの状況

をみると以下のようになる（第１表）。

　フィンランドにおいて，近年の銀行合

併，公的資金導入に伴う徹底的な合理化に

より，確かに店舗数，スタッフ数は減少し

た（前掲第２図参照）。しかし，同国最大シェ

アを持つ商業銀行メリタグループにおいて

も500近い物理的ネットワークを依然とし

て所有しており，わが国都市銀行が200

～300の支店網から整理統合を模索してい

るのとは，少し状況が違う。

　さらに最も重要な点は，同国すべての金

融機関が店舗での接客にあたる従業員の教

育に非常に熱心に取り組んでいることであ

り，オンラインバンキング導入によって最

も影響が大きかったのは，接客する従業員

の役割の変化であろう。つまり，事務処理

が店舗での仕事ではなくなり，さらに単純

な決済等の取引がオンラインチャネルに移

行することで，スタッフはより高付加価値

業務に専念することができる。逆に言え

ば，高コストの店舗・人のチャネルは，そ

のコストに見合った商品・サービスを提供

することが課されているのである。

　写真（左）で見るとおり，店舗の窓口は相

談業務が中心となっている。また，ショッ

ピングモール内の店舗に見られるように

（写真中，右），新規出店の店舗は小型化し，

決済業務は高機能 等で行い，１～２名

ルごとの役割分担と顧客に合わせた最適な
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第1表　大手金融機関３グループの物理的チャネルの概要（1999年末）

メリタ銀行 オコバンクグループ レオニア銀行

店舗

インストアブランチ

ATM（独自所有）

OTTO（共同所有）

Agent（大口希薄地域）

426

49

1,400

2,000

24

店舗

インストアブランチ

ATM（独自所有）

OTTO（共同所有）

685

32

668

2,000

店舗

インストアブランチ

ATM（独自所有）

OTTO（共同所有）

郵便局（2000年末まで）

R　micro Shop（予）

89（+31）

1,000

2,000

（100）

資料　各金融機関年報から作成

メリタ銀行の店舗 ショッピングモール内の店舗



       

のスタッフが非常にフレキシブルな営業時

間で顧客に接する。

　また，他方で に対する位置づけも変

化を見せている。“ ”という があ

り，これは   

という会社が運営している。これは同国の

三大金融機関，メリタグループ，オコバン

クグループ，レオニア銀行が共同で所有す

る会社である。このように ネットワー

クは独自で所有するものから金融インフラ

に変わりつつあることが同国では認められ

よう。さらに現金引き出しサービスを提供

するものとして，スーパー等

との提携も各行が積極的に進

めている（第10図）。

　

　（2）　各金融機関の特徴

　前節がフィンランドの各金

融機関の共通するフィジカル

チャネル，マルチチャネルに

対する考え方であり，銀行間

の際立った違いはない。但

し，顧客ベースの違い，営業

基盤の違いから若干の特徴が見いだせると

言える。ここでは，簡単に各金融機関のチャ

ネルの特徴を概観する。

　

　ａ．欧州でトップのオンラインチャネルを

　　　もつメリタグループ

同国最大の商業銀行であるメリタ銀行は世

界で最も優れたオンラインチャネルをもつ

と評されている。オンラインチャネル口座

数も世界一を誇る（第２表）。

　北欧の金融機関全般に言えることである

が，オンラインチャネルの導入は世界的に
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第2表　世界のオンライン口座の顧客数
（単位　万人）

金融機関名 営業地域 顧客数

No.1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

MeritaNordbanken/Unidanmark

Wells Fargo & Co

Bank of America

Royal Bank of Canada

Barclays Bank

Citibank

SEB

Bank ONE/Wingspan

First Union

Commonwealth Bank

北欧

アメリカ

アメリカ

カナダ

イギリス

アメリカ

スウェーデン

アメリカ

アメリカ

オーストラリア

150

140

120

70

65

55

53

50

43

40

出典　Lafferty Business Research

（台）�

第10図　フィンランドにおけるATM数の推移�
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も非常に早い時期に行われていた。同銀行

は，現在ノキア社との協力により携帯電

話， サービス拡充に力を入れている。

また，多くの仮想商店街に参加し，この決

済システムの提供にも非常に注力している

銀行である（第11図）。

　国内マーケット最大のシェアを有する同

銀行は，同時に海外にも注目し始めてい

る。もちろん，その洗練されたオンライン

チャネルが非常に大きな武器になると考え

られているが，それ以上に現地の銀行との

合併にも注力している。スウェーデンのノ

ルドバンケン，デンマークの と

の合併を果たし，さらにノルウェーの

 銀行とも合併交渉が進行中で

ある。チャネルという点からこの背景をみ

たとき，同国内でも同様であるが，オンラ

インチャネルとフィジカルなチャネルの役

割分担，バランスが重要視され，海外進出

にもフィジカルなチャネルの重要性，店舗

における質の高いアドバイス能力は必須の

ものと認識しているからであろう。

　ｂ．協同組合銀行グループであるオコバ

　　　ンクグループ

　同国第２位のシェアをもつオコバンク

グループは，協同組合組織であり，247の

メンバーバンクからなる。顧客基盤は国

内全般に渡るが特に農村・地方に強く，同

国全体で717の店舗をもつ。650程度まで

店舗削減の計画であるが，高齢者層の顧

客に占める割合が大きいことなど，同国

内では最も店舗数の削減率が少ない金融

機関である。しかし，他行同様，店舗の

小型化には非常に積極的である。

　また，中央機関であるオコバンクには同

グループの店舗スタッフのための教育部門

があり，99年に  と名づけ，独自

の教育システムを確立している。グループ

内のスタッフが独学できるようにイントラ

ネットにもホームページを開設し，スタッ
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顧客の利用を無理矢理促進するようなものでは
ない
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ンライン取引は割安となる。
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フの販売力強化にあたっている。

　オンラインチャネルを利用する顧客の

シェアではメリタ銀行（46％）に続く同国第

２位のシェア（32％）を持つ。現在インター

ネットで提供されているサービスは第３表

の通りであるが，中央機関であるオコバン

クがこれら技術及び商品等の開発を受け

持っている。現在顧客は口座をもつ協同組

合の金融商品しか購入できないが，2000年

中にサービスが拡大され，どの協同組合の

商品も購入することが可能になると言われ

ている。但し，グループ内での競合を避け

るために，価格・商品の調整を行うことに

なっている。

　

　ｃ．ポストバンクから民営化されたレオニ

　　　ア銀行

　レオニア銀行も他行と同様にすべてのオ

ンラインチャネルを持っているが，郵便貯

金が公社化（後に民営化）された経緯を持つ

ため，そのチャネルにおける強みは，圧倒

的に大きな郵便局という物理的ネットワー

クであった。しかし，この郵便局との提携

が2000年末に終了するために，今年はその

代替として   という小型機械

化店舗（１名のスタッフと高機能 ， ，

電話等）の100店の出店を計画している。こ

の店舗は都市部中心に出店する予定（同行

の顧客基盤は都市部）であり，人口過疎地域

に対しては，多くのスーパー等の小売業と

の提携による現金引き出しサービスの提供

と50名の渉外担当者の配置によって補う計

画となっている。さらにサンポ（同国最大の

保険会社）のネットワークも活用される（第

12図）。
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チャネルを提供している点である。一方

で，他の欧米の国々では，オンライン専門

銀行の台頭に対し，子会

社方式等でオンライン

チャネルに特化するサー

ビスを始めた既存大手銀
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総研発行『金融市場』６月号参照），アメリカ

最大手のシティグループのオンライン専門

サービスからの撤退など大手行の動きにも

変化が見え始めている。

　この度の調査対象国フィンランドの金融
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方は，チャネルは顧客が選ぶものであると

いう点である。つまり，サービス提供側の

金融機関が顧客に強いるものではない。も

ちろん，単なるチャネルの追加・多様化で

あればコストアップだけとなってしまうた

め，これに加え最も重要な点は，チャネル

コストに見合った商品の提供ということで

あろう。決済業務はより電子化し，コスト

の高い店舗・人は，高いリターンが見込め

る商品サービスの提供に集中していく。オ

ンラインチャネルの導入によって，最も変

化が大きい点は，店舗スタッフに求められ

る役割・能力の向上かもしれない。

　わが国に置き換えた時，金融業界におけ
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補論――テレビバンキング  
　
　本稿では，フィンランドを中心として紹介
したが，先般の欧州調査の中で，イギリスの金
融機関において新しいチャネルとして注目さ
れているデジタルテレビについて簡単に紹介
したい。
　イギリス国民のテレビ好きというのは世界
的にも有名であり，パソコンよりも親和性の
高い，つまりより多くの顧客に利用されてい
る が，今後 コマースにおいて主役となる
と金融機関をはじめ様々な業界・企業に期待
されている。このような中，昨年99年10月より
デジタルテレビを利用した様々な商品・サー
ビスの提供が開始された。
　事業内容は衛星と電話回線を利用し， を
端末とした双方向性サービスである。
（衛星放送），ブリティッシュテレコム（ ：通

信）， （銀行），松下（メーカー）の４社の
出資によって （   

  ），その子会社として  
 ．が設立され，「 ....」と

呼ばれる名前でこのサービスが提供されてい
る。当該事業は非常に早くから企画されてい
たが，前述の株主となっている４社が非常に
強者の集まりであることから，当局との交渉
等により，設立・サービス開始が伸びてし
まったようである。また，10月というのは，
12月のクリスマス商戦をねらった時期であ
り，確かに99年のクリスマス商戦では非常に
大きな成果を得，一躍その名を有名にした（図
）。    
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る電子化はまだ緒についたばかりであり，

電子取引に対する顧客の浸透度も異なる。

しかし，今後の急速な普及は異論の無いと

ころであり，多くの金融機関がオンライン

チャネルをすでに導入し，サービスを拡充

している。フィンランド金融業界の状況か

ら学ぶべきポイントは，オンラインチャネ

ルの拡大，フィジカルチャネルの縮小とい

う表面的現象ではなく，チャネルの特性を

見極めながら何をするのかということであ

り，わが国金融機関にも求められている課

題と言える。
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　各企業が自身のサイトをもち，書籍・衣
料・チケット等の商品の販売，映画・音楽・
気象等の情報提供， メール，そしてバンキン
グサービスが提供されている。金融業務に限
れば，開始当初は情報提供のみであったが，次
第にサービスが拡充され， 銀行が99年11
月15日より本格的 バンキングをスタート
した。提供される金融商品・サービスも日々
拡充されている。 銀行にとっては，自行
のチャネルの一つとして チャネルを顧客
に提供するだけでなく，「 ....」事業参
加企業に決済システムを提供できている点が
大きなポイント，利点であろう。
　このサービスにおいて最も工夫された点
は，リモコンのスイッチである。手元のリモ
コンが複雑になってしまえば， の親しみが
あるというメリットは消滅してしまう。写真
に見られるように，四つ（赤・緑・黄・青）の
色の違うボタンをつけ，この４つのボタンと
数字ボタンの操作だけで全ての操作ができる
ように開発されている。但し， メール用には
オプションで写真のようなキーボードも売ら

れている。このキーボードを購入すると メー
ルの電話料金が10時間分無料となるという特
典付きである。

　少し古い数字であるが，2000年２月末の
メール登録者数は55万， バンキング利用者
数は４万人（登録者数７万）とされている。し
かし，英国における潜在的な顧客数は非常に
巨大で，デジタルテレビの世帯普及率はすで
にパソコンの普及率を超えているとも言わ
れ，今後急速に拡大していくと予想される。
　（注）　 *ちなみに参加企業やOPEN....のデモがwww, 

bib, co, ukにて提供されている。

TVサービスで利用されるリモコンとキーボード


